別記様式

平成　　年　　月　　日
支出負担行為担当官
　福島地方環境事務所長　殿
	
	住所
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者氏名
	
	印


提案書の申請について
平成　　年　　月　　日付けで公告のあった「平成30年度富岡町事後モニタリング業務（その３）」に係る競争参加資格について確認されたく、次のとおり書類を添えて申請します。
なお、入札説明書４（競争参加資格）の(1)、(2)、(4)、(5)及び(8)の条件をすべて満たしていること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
	
	問い合わせ先
	

	
	担当者
	○○　○○

	
	部　署
	○○○○　○○支店

	
	連絡先
	〒




注1） 提案書について、副13部は提案者が特定できないよう、提案者の社名（印影を含む）を黒く塗りつぶすこと。
注2） 添付書類により確認できない実績等は評価しない。
別記様式

はじめに
　本書は、平成30年度富岡町事後モニタリング業務（その３）特記仕様書に基づき、その実施方法等に関する提案を行うものである。本業務の実施に当たっては、同特記仕様書を遵守し、本提案書をその実施計画書と位置づけて行うものとする。

１．業務に対する理解度（様式１）
	


（作成注）
本様式は、A4版１枚以内で作成すること。図表等を用いる場合には、当該図表等と本文の関係が分かるように明示すること。なお、この場合、図表等は枚数には含めない。

２．業務工程（様式２）

	項目
	平成○○年度
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	○月
	○月
	…
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（作成注）
業務履行期限までの全体工程が理解できる作業の具体的な工程を、各工程に必要な作業人数及びその考え方とともに記載すること。

３．業務実施方法等の提案

(1) 放射線モニタリング調査（測定地点）（様式３）

	


（作成注）
本様式は、A4版２枚以内で作成すること。図表等を用いる場合には、当該図表等と本文の関係が分かるように明示すること。なお、この場合、図表等は枚数には含めない。
(2) 放射線モニタリング調査（モニタリング工程）（様式４）

	


（作成注）
本様式は、A4版２枚以内で作成すること。図表等を用いる場合には、当該図表等と本文の関係が分かるように明示すること。なお、この場合、図表等は枚数には含めない。
(3) 測定結果の報告（様式５）

	


（作成注）
本様式は、A4版２枚以内で作成すること。図表等を用いる場合には、当該図表等と本文の関係が分かるように明示すること。なお、この場合、図表等は枚数には含めない。
４．業務実施体制

(1) 人員体制（様式６）

	


（作成注１）
本様式は、A4版１枚以内で作成すること。

（作成注２）
業務内容中、再委託がある場合には、再委託する業務の内容及び再委託先を明示して本様式に記載すること。

(2) 照査体制（様式７）

	


（作成注）
本様式は、A4版１枚以内で作成すること。

５．配置予定管理技術者・担当者（様式８）
	管理技術者　・　担当者（○○担当）　（いずれかを○）

	氏名
	
	年齢
	

	所属・役職
	
	経験年数
	

	専門分野
	

	所有資格
	

	業務の実績（最大5件）
	

	経歴（職歴／学位）
	

	主な手持ち業務の状況（公示日現在○件）（最大5件）

	業務名
	業務内容
	履行期間

	
	
	平成○年○月
～平成○年○月

	
	
	

	
	
	


（作成注１）
本様式は、本業務に従事する担当者ごとに記載すること。
（作成注２）
調査対象地域や業務内容ごとに、主たる担当者が異なる場合には、どこの地域を担当するか明記すること。

（作成注３）

所有資格については、別途、技術部門（選択科目を含む）等具体的に確認できる書類の写しを添付すること。

（作成注４）
業務の実績については、種別※、業務名、発注機関名、履行期間、業務履行場所、従事期間、従事役職について記載を行うこと。なお、技術者として担当していたことを確認できる書類の写しを添付すること。
※次の①～④の分類により、種別を記載すること。

①同種業務（事後モニタリングにおける放射線測定業務）②類似業務（除染等工事又はその関連業務（監督支援、事前調査）、放射線測定業務）、③土木工事、④その他

（作成注５）

業務内容において、契約金額が500万円（消費税を含む）以上の業務を対象とし、業務内容の欄は概要を記入すること。
６．地域配慮

(1) 地元の雇用の配慮（様式９）

	地元の雇用に配慮するためにとる措置
	


（作成注）
本様式は、A4版１枚以内で作成すること。

(2) 本社または支社（支店）の所在都道府県（様式１０）

	本社の所在都道府県
	

	支社（支店）が福島県内にあるかどうか
	有　・　無


（作成注１）
福島県内に本社、支社（支店）を有する場合、本社、支社（支店）の詳細情報を示す「法人登記の写し」を添付すること。法人登記の写しで確認できない場合は評価しない。
（作成注２）
再委託先として福島県内に本社又は支社（支店）を有する業者を予定している場合は、当該再委託先の詳細情報を示す「法人登記の写し」等確認できる書類の写しを添付すること。

７．組織の環境マネジメントシステム認証取得状況（様式１１）
	認証の有無：
	認証期間：平成○年○月○日～平成○年○月○日

	認証の名称：


（作成注１）
証明書の写しを添付すること。
（作成注２）
事業者の経営における主たる事業所（本社等）において、取得しているものに限る。
（作成注３）
申請中の場合は、その旨を明記し、提案書提出時点までに証明書の写しを提出したものについてのみ加点対象とする。
８．組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況（様式１２）

	認定等の有無：
	計画期間：平成○年○月○日～平成○年○月○日

	認定等の名称：　　　　　　　　　　　　　　（認定段階：　　　　　　　）


（作成注１）
　えるぼし認定、くるみん認定、プラチナくるみん認定、ユースエール認定については認定通知書の写しを、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画（策定義務のない事業主（常時雇用する労働者が300人以下のもの）が努力義務により届出たものに限る。）については労働局の受付印のある一般事業主行動計画策定届の写しを添付すること。
（作成注２）

　　認定段階についてはえるぼし認定の認定段階（１～３）を、計画期間については女性の職業生活における活躍の推進に関する法律及び次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画に示された計画期間を明記すること。
（作成注３）

　　事業者の経営における主たる事業所（本社等）において取得しており、かつ、提案書提出時点において認定等の期間中であるものに限る。
